
　もし認知症になったら、どのようにお
金と付き合っていけばよいのでしょうか。
多くの場合、「それ、本当に大変だと思う。
財産をどう管理すればいいのかについて
も検討しないと……」と悩まれるものの、
「すぐに対策を取る」という方は少ないは
ずです。実は私もそうです。大変だとい
うことは理解していても、「まだ先の話だ
し、そもそも認知症になるかどうかも分
からないから」と、内心やらないことを
正当化しています。
　2024年５月に厚生労働省が公開
した資料によると、60歳代後半の
認知症有病率は1％台と低いので
すが、80歳代前半になると一気に
16％台まで高まります。しかも、そ
れと同等以上の比率で「軽度認知
症」もありますから、80歳代前半
では３人に１人以上が認知症に直
面します〔図表１〕。
　それでも自分ごととならないの
は、残りの6割がその段階でも認
知症を発症していないからでしょ
う。しかも全体の約7割を占める

アルツハイマー型の認知症は、記憶障害
がゆっくり進行すると言われ、予備軍か
らの進行速度の遅延や、認知症の中でも
部分的に改善傾向が見られることがある
など、人によって症状が分かれます。
　こうした背景もあり、多くの人が「自
分は大丈夫だろう」という非合理的な希
望や期待を抱きがちです。これは行動経
済学でいうところの「主観確率行動バイ
アス」なのでしょうか。

　認知症の診断が下されると、本人によ
る契約関係や金融資産の管理が認められ
なくなることから、「認知症発症＝金融取
引停止」となります。そこで、その人に
代わって財産の管理を行う成年後見制度
があります。
　成年後見制度には、大きく分けて任意
後見制度と法定後見制度の二つがありま
す。前者は本人が自分で決められるうち

１ 認知症になったらどうします？

２ 成年後見制度の厳しい現状

合同会社フィンウェル研究所　代表
野尻　哲史

60歳代を楽しく過ごすための
お金との向き合い方

嫌な話ですけど、
認知症対策どうします？

第25回

〔図表１〕年齢階級別の認知症有病率（2022年時点）

（資料）�「認知症及び軽度認知障害の有病率調査並びに将来推計に関する研
究」（令和５年度老人保健事業推進費等補助金、九州大学二宮利治教
授）より厚生労働省にて作成
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に、将来認知症が発症したときの任意後
見人を選んでおいて、自分の代わりにし
てもらいたいことを契約で決めておく制
度です。後者は、本人の判断能力が不十
分になった後に、家庭裁判所によって選
ばれた成年後見人等（症状によって補助、
保佐、後見の3種類に分類）が、本人の
利益を考慮して代理業務を行います。
　その利用状況は、厚生労働省の「成年
後見制度の現状」（2024年4月）によると、
2023年12月末の時点で任意後見制度が
2773件、法定後見制度は後見が17万8759
件、保佐が5万2089件、補助が1万5863
件、合計で24万9484件となり、件数ベー
スでは、全体の約99％が法定後見制度を
利用しています。
　厚労省によると、認知症の患者数は、
2012年時点の推計で約462万人、その段階
の2025年予測は約700万人です。成年後見
制度を利用している人が25万人弱で、認
知症患者数が700万人であれば、利用率は
3.5％程度にとどまります。
　成年後見制度の利用が進まない理由の
一つとして、報酬の問題があると言われ
ています。前述の資料によると、成年後
見制度にかかる費用は、鑑定費用等の初
期費用が５万～11万円、月額報酬が後見
する資産の規模によって２万～６万円と
されており、年間で40万～50万円の負担
となります。かなり高いと感じます。
　成年後見人の側から見ると、安易に請
け負うのは難しいともいわれます。現状、
成年後見制度は非常に負担のかかる作業
を強いており、財産管理だけでなく、身
上監護や親族の対応等、事案によっては

さらに困難となる場合もあります。
　資産運用を継続するかという視点で見
ると、法定後見制度の場合、家庭裁判所
が申し立てを受けて決定するため、後見
人が資産運用をすることは、現実的に不
可能です。家庭裁判所が求めているのは
財産の管理で、それは今の財産を保持し
つつ、必要に応じて引き出すなど、一定
程度のものに限られています。任意後見
制度であれば、契約に基づいて資産運用
も後見の範囲に入れることは可能ですが、
後見人に資産運用に関する能力が十分備
わっているとは言えません。また、その
責任も取れないことから、実務上は受け
入れていません。

　認知・判断応力低下に備え、事前に考
えられる金融商品・金融サービスとして、
金銭信託や家族信託、家族サポート証券
口座などがあります〔図表２〕。

⑴　金銭信託（商事信託）
　高齢になっても有価証券の運用を続け
ながら、万一認知症になった際に資金が
凍結されないよう備えるものの代表格と
して、信託銀行が取り扱う金銭信託（商
事信託）があります。これは、委託者（本
人）が金銭を受託者（信託銀行）に信託
し、健常時は本人の要請によって払い出
しつつ、認知症の発症など、万一の際に
はあらかじめ契約を結んだ代理人（家族）
が代理権を行使して、本人のための支払
えるようにしたものです。仮に認知症と

３ 金銭信託の活用
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診断された場合であっても、資産自体は
凍結されず、家族が勝手に引き出すよう
な経済虐待も回避できます。
　ただ、「使いながら運用する」には使え
ません。資産は全て金銭で信託され、認
知症発症前から金銭信託を使う場合、保
有する有価証券をその時点で全て売却す
ることになります。つまり、運用につい
ては断念せざるを得ないのです。

⑵　家族信託
　金銭信託は、受託者が信託銀行等で受
託業務を生業にすることから「商事信託」
と呼ばれているのに対し、本人を「委託
者」として、家族を「受託者」とする信
託契約で行われるのが「民事信託」です。
家族が受託者なので、通称「家族信託」
と呼ばれています。

　家族信託の大まかな流れは、①目的や
内容を決める、②信託契約書を作成し公
正証書にする、③信託財産を受託者に名
義変更する、④金銭を信託するための銀
行口座を開設する（信託口口座でなくて
も制度上可能）となります。
　家族信託の特徴は、自由度が高いこと
です。そのため、本人の認知・判断能力
が低下しても、家族がその資産を管理し、
受益者である本人またはその配偶者等の
ために資産を活用できる点が、家族信託
のメリットとして挙げられています。つ
まり、家族が資産運用を続ける制度上の
枠組みが整っているということです。
　こうしたメリットがある一方で、制度
上の自由度が大きいことから、契約その
ものが多様かつ複雑になりがちです。結
果、司法書士や弁護士など、多岐にわた

〔図表２〕家族サポート証券口座、家族信託、成年後見制度の比較

出所：『「家族サポート証券口座」について』、日本証券業協会、2025年２月
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る関係者が関与する関係で、コストが嵩
かさ

みがちになっています。そのため、利用
対象者も富裕層が大半を占めます。最近
では契約書の作成事務をDX化し、コスト
を削減するサービスも登場していますが、
それでも総じてコストは高くなります。
　また、家族信託であっても、有価証券
を売却しなければならないケースがあり
ます。制度上、有価証券の保有自体は可
能ですが、例えば個別株式について、信
託銀行等では取り扱いができず、また家
族信託を扱っていない金融機関もあり、
さらに受託者（家族）が資産運用に慣れ
ていないケースもあるでしょう。

⑶　家族サポート証券口座
　証券会社でも、認知・判断能力が低下
した本人に代わり、家族が資産運用を継
続するための環境が整ってきました。一
部の証券会社では、既に予約型代理人
サービスが提供されています。これは、本
人と代理人（家族）の間で合意の上、認
知症になる前に代理人に対し、認知症発
症後の資産の引き出し、解約、売却取引
の代理権付与を予約する制度です。その
ため、資産を取り崩すことが可能であり、
本人も認知症を発症するまでの間は、通
常通り取引を行うことが可能です。

　2025年2月、日本証券業協会は認知・
判断能力の低下した顧客であっても、資
産運用を続けられるサービスとして、「家
族サポート証券口座」を開発し、会員の
証券会社が採用できるようにしました。
この口座では、引き出しや解約・売却の
ほか、追加投資以外の乗り換えの買いも
可能となります。退職世代のニーズは資
産の取り崩し（＝売却）ですが、リバラ
ンスや次世代につなげる金融商品への乗
り換えニーズもあり、解決策の一つとし
て注目されそうです。

　民間の金融サービスにおいては、問題
は大きく2点に集約されると思います。
１点目は、対象が相対的に弱者である高
齢顧客だけに、従来以上に顧客本位であ
ることが求められる点です。顧客の側と
しても、顧客本位の業務運営を行ってい
る金融機関を選ぶ目を持つことが必要と
なります。もう１点は、資産の運用を継
続してくれる家族に対し、早いうちから
十分な金融リテラシーを身に付けておく
よう言い聞かせることです。そう考える
と、60歳代のわれわれに残された時間は
あまりないのかもしれません。

４ 金融リテラシーの重要性
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